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平成 30年度 8月補正予算 

 

                                                    ７６４，０７７千円 

（債務負担行為   ５，７６９，０００千円 ） 

 

 

 

（歳 出）                                              ６８４，７４２千円 

（債務負担行為   ３，７８８，０００千円 ） 

 

 

○は現計予算  ●は債務負担行為の設定 

◆ 地域防災力の向上と災害に強いまちづくりの推進  【事業費 ４１８，９０９千円】 

 

 

○ 学校園等のブロック塀等撤去改修工事に係るもの         418,909千円 

 

◆ 子育て世帯への支援と負担の軽減           【事業費 ４２，００６千円】 

（債務負担行為 ６１３，０００千円）                 

 

○ 子ども医療費助成準備経費 42,006千円 

・平成 31 年 4 月から対象年齢を 18 歳(※)までに拡充することに伴うシステム改修等の経費

に係るもの 

 ※18歳に達した日から、その日以後における最初の 3月 31日まで 

 

● 認定こども園等整備事業 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】   （限度額 613,000千円） 

・待機児童解消に向けて、平成 32年 4月開設の施設整備に対する補助等に係るもの 

整備による定員増…360名（認定こども園 創設 3か所） 

 

◆ 泉北ニュータウンの再生             【事業費  ６２，９００千円】 

                 

 

○ 泉北ニュータウン駅前再編整備事業               62,900千円 

・栂・美木多駅前地区再編整備における駅前広場工事設計に係るもの 

 

 

 

一 般 会 計 

全 会 計 
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○ 高層館大規模改修事業 94,440千円 

・高層館発電装置更新工事における支出年度の変更に伴う現計予算の増額 

 

○ 新住民記録総合システム  2,209千円 

・マイナンバーカードに対応した新自動交付機の設置に係るもの 

 

○ 堺市民芸術文化ホール整備事業                 138,125千円 

・インフレスライド条項の適用に伴うもの 

 

○●温室効果ガス排出量等管理システム再構築業務  ▲9,975千円 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】     （限度額 10,000千円） 

・温室効果ガス排出量等管理システム再構築業務の再公募による納期変更に伴う現計予算の

減額及び債務負担行為の設定 

 

○●老人福祉センター管理運営       ▲81,063千円 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】   （限度額 100,000千円） 

・元堺老人福祉センター解体工事の工期変更に伴う現計予算の減額及び債務負担行為の設定 
 

○ 生活保護適正化 7,991千円 

・生活保護法の改正に伴う生活保護基準の見直し等に係るシステム改修 

 

○● 南海本線連続立体交差事業       ▲30,000千円 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】   （限度額 30,000千円） 

・水路工事の工期変更に伴う現計予算の減額及び債務負担行為の設定 

 

● 諏訪森神野線（延伸）  

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】  （限度額 480,000千円） 

・工法変更等に伴う所要増 

 

● 北区役所 ESCO事業 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 45年度】   （限度額 278,000千円） 

・北区役所庁舎内における民間事業者の知見を活用した空調等の省エネ改修工事に伴う債務

負担行為の設定 

 

○ 還付金                            39,200千円 

・母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金などの還付金 

 

◆ その他                                        【事業費 １６０，９２７千円】 

      （債務負担行為 ３，１７５，０００千円） 
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＜平成３１年度事業の入札等の準備行為のための債務負担行為＞ 

●納付拡大事業関係                  （限度額 232,000千円） 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 33年度】 

・市税コールセンター運営委託の更新         （限度額 224,000千円） 

・保育料に係るもの                  （限度額   3,000千円） 

・放課後児童対策事業一部負担金に係るもの      （限度額   5,000千円） 

 

● 男女共同参画センター管理運営事業 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 32年度】     （限度額 141,000千円） 

・市民啓発講座等企画運営委託及び相談業務委託の更新 

 

● し尿収集事業 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】     （限度額  2,000千円） 

・し尿処理手数料納入通知書等作成及び封入・封緘業務の更新 

 

● 一般道路維持 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】    （限度額 42,000千円） 

・産業廃棄物の処分業務の単価契約の更新 

 

● 河川水路維持 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】   （限度額  5,000千円） 

・産業廃棄物の処分業務の単価契約の更新 

 

● 公園施設管理事業 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】   （限度額  4,000千円） 

・産業廃棄物の処分業務の単価契約の更新 

 

● 小学校給食事業  

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】      （限度額 468,000千円） 

・小学校給食調理委託の更新 

平成 31年度更新分 小学校 22校 

 

● 特別支援学校管理運営事業（学務課） 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 35年度】      （限度額 685,000千円） 

・特別支援学校通学バスの運営委託の更新 

 

● 放課後ルーム事業 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 31年度】      （限度額 105,000千円） 

・放課後ルーム事業運営委託の更新 

平成 31年度更新分 小学校 8校 
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● 放課後子ども総合プラン事業 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 33年度】      （限度額 593,000千円） 

・放課後子ども総合プラン事業運営委託の更新 

平成 31年度更新分 小学校 5校 

 

 

（歳 入）                         ６８４，７４２千円 

 

○ 使用料・手数料                      1,188 千円 

・戸籍・住民基本台帳等手数料              

 

○ 国庫支出金                     12,866 千円 

・生活困窮者就労準備支援事業費等補助金       5,366千円 

・社会資本整備総合交付金              7,500千円 

 

○ 繰入金                      418,909 千円 

・公共施設等特別整備基金 

 

○ 繰越金                           1,179 千円 

 

〇 市債                        250,600千円 

・総務債                                       174,300千円 

・民生債                                       56,100千円 

・土木債                                        20,200千円 

 

 

 

 

 

◇ 国民健康保険事業特別会計 

 

（歳 出）                           ７９，３３５千円 
 

○ 還付金         79,335千円 
 

（歳 入）                           ７９，３３５千円 
 

○ 繰越金         79,335千円 

特 別 会 計 
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◇ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

 

（歳 出）                             （債務負担行為  ５，０００千円 ） 

               

＜平成３１年度事業の入札等の準備行為のための債務負担行為＞ 

 

● 納付拡大事業関係 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 33年度】      （限度額 5,000千円） 

・市税等コールセンター業務のうち、母子父子寡婦福祉資金貸付金償還金に係るもの 

 
 

◇ 介護保険事業特別会計 

 

（歳 出）                             （債務負担行為  ３，０００千円 ） 

               

＜平成３１年度事業の入札等の準備行為のための債務負担行為＞ 

 

●納付拡大事業関係 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 33年度】      （限度額 3,000千円） 

・市税等コールセンター業務のうち、介護保険料に係るもの 

 

 

 

 

 

 

◇ 下水道事業会計 

 

（支 出）                          （債務負担行為  １，９７３，０００千円 ） 

               

● 下水道施設管理業務 

【債務負担行為の設定:平成 30年度～平成 34年度】      （限度額 1,973,000千円） 

・下水道管路施設維持管理等業務委託に係る債務負担行為の設定 

企 業 会 計 


